
　町の人事行政運営等の状況について、その概要を公表します。
　ここに記載している給与などはすべて税金や保険料などを差し引く前の金額です。
　また、臨時または非常勤の職員については含まれていません。
　※用語説明
　　・普通会計：一般会計に一部の特別会計を加えたもので、国民健康保険事業などの特別会計、水道、下
　　　　　　　　　水道の事業会計は除かれます。
　　・一般行政職：全職員からの特別職、税務職、福祉職、医療職、企業職、技能労務職、教育職などの職員を
　　　　　　　　　　　除いた職員をいいます。

１　職員の給与等の状況
（１）　人件費の状況（普通会計、令和2年度決算）

（Ａ） （Ｂ）
千円 千円 千円 % %

（注） 人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含んでいます。

（２）　職員給与等の状況（普通会計、令和2年度決算）

千円 千円 千円 千円 千円

（注） １．職員手当に退職手当は含んでいません。
２．職員数は、令和2年4月1日現在の人数です。

（３）　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） １．ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準
を示す指数です。
２．類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平
均したものです。

（４）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和3年4月1日現在）
①一般行政職

②技能労務職

（注） １．「平均給料月額」とは、各職種ごとの基本給の平均です。
２．「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当
などのすべての諸手当の額を合計したものです。
３．「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤
務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じ基準で再計算した
ものです。
４．奈良県、国及び類似団体の数値は、令和２年４月１日現在のものです。

人事行政運営等の状況について

国 50.9 287,283円 ― 328,862円

類似団体 50.5 290,475円 311,104円 303,923円

大淀町 50.3 245,950円 258,006円 257,506円

奈良県 54.3 299,907円 351,456円 334,544円

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
（国ベース）

国 43.2 327,564円 ― 408,868円

類似団体 41.8 307,677円 357,484円 338,029円

大淀町 45.3 323,987円 381,955円 358,871円

奈良県 42.8 318,741円 409,412円 366,328円

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
（国ベース）

類似団体
平均 97.0 96.3

全国町村
平均 96.4 95.8

区分 令和2年 平成27年

大淀町 97.0 97.4

167人 603,133 85,736 234,190 923,059 5,527

19.4

職員数 給　　　与　　　費 一人当たり給与費
（Ａ） 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） （B／A）

令和3年3月31日現在
16,977人 10,308,611 61,608 1,628,681 15.8

住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費比率 令和元年度の
人件費比率（年度末） （Ｂ／Ａ）



（５）　職員の初任給の状況（令和3年4月1日現在）

（注） １．大淀町の一般行政職の決定初任給は、初級試験（高校卒業程度の試験）の結果に基づき職
員となった者の額です。
２．奈良県及び国の数値は、令和２年４月１日現在のものです。

（６）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和3年4月1日現在）

（注） 該当する職員が存在しない欄には記載していません。

（７）　一般行政職の級別職員数の状況（令和3年4月1日現在）

（注） １．大淀町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
２．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（８）　職員手当の状況
①　期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額（令和2年度）

（令和2年度支給割合） （令和2年度支給割合）
期末手当 期末手当

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

②　退職手当（令和3年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 勤続２０年
勤続２５年 勤続２５年
勤続３５年 勤続３５年
最高限度額 最高限度額

その他の 定年前早期退職特例措置 その他の 定年前早期退職特例措置
加算措置 （2～45％加算） 加算措置 （2～45％加算）
1人当たり 自己都合 勧奨・定年
平均支給額
（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された

平均額です。

③　特殊勤務手当（令和3年4月1日現在）

（注） 支給職員の割合及び支給額については、普通会計のものです。

④　時間外勤務手当

（注） 支給額については普通会計のものです。

手当の種類（手当数） 4
代表的な手当 ・町立保育所の業務に従事する保育士

支給実績（令和2年度決算） 1,671千円
支給対象職員１人当たり平均支給年額 61,889円
職員全体に占める手当支給職員の割合 16.2%

47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分

0千円 20,719千円

28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分
39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置　 職制上の段階、職務の級等による加算措置

大　　淀　　町 国

19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分

計 2.55月分 1.90月分 計 2.55月分 1.90月分
12月期 1.250月分 0.950月分 12月期 1.250月分 0.950月分

勤勉手当 勤勉手当
6月期 1.300月分 0.950月分 6月期 1.300月分 0.950月分

10.4% 5.7% 100.0%

大　　淀　　町 国

―
1,482千円

構 成 比 3.8% 11.3% 23.6% 23.6% 21.7%

25人 25人 23人 11人 6人 106人

標 準 的 な 主事補 主事

職 員 数 4人 12人

職 務 内 容 技師補 技師 主任技師 主査 次長
主任主事 係長

課長補佐

―

6級 7級 計

課長
部長

区 分 1級 2級 3級 4級 5級

技能労務職
高 校 卒 ― 226,100円 243,800円 294,300円
中 学 卒 ― ― ―

401,000円
高 校 卒 ― ― ― 361,000円

経験年数
10年 20年 25年 30年

一般行政職
大 学 卒 ― 341,971円 377,640円

132,300円 ―

区 分
経験年数 経験年数 経験年数

150,600円 154,900円 150,600円

技能労務職
高 校 卒 136,100円 145,800円 ―
中 学 卒 132,300円

区　　　　　分 大淀町 奈良県 国

一般行政職
大 学 卒 171,700円 188,700円 182,200円
高 校 卒

令和2年度

令和元年度

支給総額 20,843千円
職員１人当たり支給年額 336千円
支給総額 30,993千円

職員１人当たり支給年額 430千円



⑤　その他の手当

●配偶者
●子
●そのほかの扶養親族

●借家・借間居住者（最高支給限度）

●交通機関利用者
1か月あたりの最高支給限度

●交通用具（自家用車など）利用者
2㎞未満 支給しない
2㎞以上 距離に応じて 2,000円 ～ 31,600円

●部・次長級
●課長級
●保育所長
●課長補佐級
●保育所長補佐
●幼稚園長
●保健師長

（注） 支給額については普通会計のものです。

（９）　特別職の報酬等の状況（令和3年4月1日現在）

（令和2年度支給割合）

（令和2年度支給割合）

（算定方式） （支給時期）

（注） １．給料の（　　）内は、減額措置を行う前の金額です。

２　職員の任免・職員数の状況
（１）　職員の採用の状況（R2.4.2～R3.4.1）

（２）　職員の退職の状況（R2.4.1～R3.3.31）

合　　　計 11 0 0 0 11

普通退職 0 0 0 0 0
勧奨退職 4 0 0 0 4
定年退職 6 0 0 0 6

区　　分 一般行政職 医療職 幼稚園教諭 技能労務職 計

幼稚園教諭 0
技能労務職 0
合　　　　　計 0

職 種 人 数

一般行政職 0
医療職 0

議 員

退
職
手
当

町 長 給料月額×520/100×勤続
年数 在職中通算または任期

ごとの選択制副 町 長 給料月額×330/100×勤続
年数

議 員 250,000円 345,000円　/　157,000円

期
末
手
当

町 長
副 町 長 　6月期　1.7月分　12月期　1.65月分　　計3.35月分
議 長
副 議 長 　6月期　1.7月分　12月期　1.65月分　　計3.35月分

560,000円 710,000円　/　468,000円
（700,000円）

報
酬

議 長 330,000円 420,000円　/　230,000円
副 議 長 280,000円 360,000円　/　180,000円

給料月額の10.185%

区　　　分 給料月額等

給
料

（参考）類似団体における最高/最低額

町 長 595,000円 880,000円　/　492,000円
（850,000円）

副 町 長

管理職
手当

給料月額の14.25%

― 26,666千円 555,542円

給料月額の12.825%
給料月額の12.825%
給料月額の10.185%
給料月額の10.185%
給料月額の10.185%

住居
手当

28,000円
同じ 4,729千円 278,176円

通勤
手当

同じ 12,065千円 88,713円
55,000円

扶養
手当

6,500円

同じ 14,942千円 237,175円
10,000円
6,500円

　※ 満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子は、
     1人につき5,000円を加算する。

（令和3年4月1日現在）

区分 内　　　　　容
国の制度
との異同

支給実績
（令和2年度決算）

支給職員1人当た
り平均支給年額

公務外死亡 1 0 0 0 1



（３）　部門別職員数の状況 （各年４月１日現在）

（注）

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）　勤務時間等の状況（令和3年4月1日現在）

（注） 上記の内容は、本庁に勤務する職員の例で、勤務場所により異なることがあります。

（２）　休暇等の種類（令和3年4月1日現在）

４　職員の分限・懲戒処分の状況（令和2年度）

５　職員の服務の状況（令和3年4月1日現在）
職員は、法律により以下のような義務が課されているほか、一定の行為の制限が為されています。

分限処分とは、公務能率を維持することを目的として、心身の故障等一定の事由がある場合に、職員の
意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分です。懲戒処分とは、職員が法令や職務上の義務等
に違反した場合に、道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序を維持することを目的とする処
分です。

信用失墜行為の禁止
争議行為等の禁止 営利企業等の従事制限

― ― ― ―

業務上の
義務

法令等を遵守する義務 職務命令に従う義務
秘密を守る義務 職務に専念する義務
政治行為等の制限

降 給 免 職 停 職 減 給 戒 告
処分者数 ― ― 2 ―

介 護 休 暇
負傷、疾病または老齢により、日常生活を営むのに支障がある配偶者、
父母、子などを介護をするため勤務しないことが相当であると認められる
場合の休暇。（無給）

育 児 休 業
子を養育する職員の継続的な勤務の促進と福祉の増進、ならびに行政
の円滑な運営を目的とした制度で、3歳未満の子を養育するために取得
することができる。

区 分
分 限 処 分 懲 戒 処 分

免 職 降 任 休 職

年次有給休暇
1年につき20日を付与（新規採用職員は15日）。付与日数のうち20日を超
えない範囲内の残日数を翌年に繰り越すことができる。（令和2年の平均
取得日数は8.7日）

病 気 休 暇
負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得な
いと認められる場合の休暇。

特 別 休 暇
特別の事由により勤務しないことが相当であると認められる場合の休
暇。（結婚休暇・産前休暇・産後休暇・忌引休暇・夏季休暇など）

週 休 日 日曜日及び土曜日

休 日
国民の祝日に関する法律に規定する休日及び
12月29日から翌年の1月3日まで

区 分 内 容

職員数は、一般職に属する職員数であり、休職者などを含みます。

区 分 内　　　容

勤務時間
午前8時30分から午後5時15分まで
（休憩時間60分を除き1日7時間45分（1週38時間45分）勤務）

合 計 196 190 180 △ 6 △ 10
小 計 23 23 21 0 △ 2

0 0
そ の 他 11 11 9 0 △ 2

2
0公

営
企
業
等

水 道 10 10 10 0
下 水 道 2 2

△ 2
普通会計 173 167 159 △ 6 △ 8

特別行政 教 育 42 41 39 △ 1
小 計 131 126 120 △ 5 △ 6
土 木 6 4 5 △ 2 1
商 工 1 1 1 0 0
農林水産 3 3 4 0 1
衛 生 18 19 20 1 1

0 △ 2
民 生 49 47 44 △ 2 △ 3

0
総 務 41 39 35 △ 2 △ 4

一
般
行
政

議 会 2 2 2 0

税 務 11 11 9

区 分 職 員 数 対前年増減数
部 門 平成31年 令和2年 令和3年 令和2年 令和3年



６　職員の研修・人事評価の状況
（１）　研修の状況（令和2年度）

（２）　人事評価の状況（令和2年度）
職員の意欲向上や資質の向上及び能力開発を目的として人事評価を実施しました。

７　職員の福祉・利益の保護の状況
（１）　職員の健康診断の状況（令和2年度）
職員の健康診断については、労働安全衛生法に基づき年に1回実施しています。

（２）　公務災害補償の状況（令和2年度）

（３）　勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立の状況（令和2年度）

通 勤 災 害 0 0

職員は、勤務条件やその意に反する処分に関して、公平委員会に措置要求または不服の申立て
を行うことができます。令和2年度は、措置要求および不服申立てはありませんでした。

公 務 災 害 1 0

177
対象職員数 受 診 者 数 受 診 率

188

職員が公務による災害で病気になったり、死亡した場合には、地方公務員災害補償基金から一定の
補償があります。
区 分 傷 病 死 亡

94.15%

職員に高度な専門知識、技術などを取得させること、職員間の連携を高め効率的に業務を遂行させ
ることを目的として、研修を実施しています。また、研修機関などへ派遣し研修を受講させています。

町が実施したもの コロナ禍により中止

奈良県市町村職員研修センターな
ど外部の研修機関において実施さ
れたもの

マイナンバー研修、パソコン研修


